
平成１９年 特別区人事委員会勧告の概要

区長会総会への要請（要旨）

本年８月８日、人事院は国家公務員の給与等の勧告をしました。本日は、特別区人事委員
会から平成１９年「職員の給与に関する報告及び勧告」がありました。勧告内容は、他団体の
勧告に追随することなく中立の第三者機関の責務を果たしたことは一定の評価はできます
が、基本的に人事院に追随する内容については評価できるものではありません。
勧告では、月例給の民間との較差は３８円（０・０１％）で改定見送り、地域手当を１３％から

１４・５％に引上げ、給料は同率程度引下げとしています。特別給は０・０５月引上げとしてい
ますが、増加分は勤勉手当としています。また、所定内勤務時間は、まったく消極的な報告
となっており、この間、私どもが特別区人事委員会に対して要請を行ってきた切実な思いを
反映してはおりません。中立的な第三者機関であるべき特別区人事委員会としての自立性・
主体性を十分に発揮しているとは、受け止められません。

本年度の給与の改定交渉を進めるにあたり改めて私どもの基本的な考えを申し上げておき
ます。

第一点目として、これまで同様に勧告に沿って策定する現業系（業務職）給料表を早期に
提示することを求めます。給料表は賃金のベースになるものである以上、早期に提示したう
えで個別課題の協議を行うべきであると考えます。

第二に、総務省は、地方公務員の現業系職員賃金について、類似業種民間企業と比較し、
１・３～１・６倍程度割高であると指摘しています。総務省が行った調査は人事院が行う調
査とは全く異質なものであり同種同等の比較とはかけ離れた調査（結果）です。総務省の調
査資料（結果）は、これらの事情等を全く考慮せず、単に賃金のみを比較したものです。総
務省は、意図的に現業系公務員賃金を狙い撃ちにし、引下げを図ろうとしているのです。
総務省の意向に沿った賃金引下げは認められません。賃金引下げは、まじめに職務に励む

職員の勤労意欲を低下させるだけです。
従って、それらを無視した現業系職員の賃金引下げを強行するようなことになれば、職員

の勤労意欲は失せ、ひいては特別区の清掃事業に支障を来たし、区民の信頼を失うことにな
りかねません。

本年度の賃金確定交渉を進めるにあたって、本日の勧告に準じて（現行給料表を基本に）
策定される現業給料表を早期に示し、十分な協議を保障していただくことを強く求めます。
併せて、まじめに職務に精励する職員の努力が正当に報われるような、人事・任用制度の構
築、給与改定を求めます。
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